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留学生の居住環境に関する政策等と建築学会発表の研究動向
毛　利　洋　子

A study trend in Architectural Institute of Japan and the influences of the government policies
for the foreign student lodgings.

Yoko MOURI

   For decades, with a population decline or outflow, many local cities in Japan have problems such as the 
increase in unoccupied house rate, the labor inadequacy of the key industries or the decrease of the local 
community leaders. On the other hand, the foreign student population rapidly increases in Japan, accordingly 
the degree for them to support society increases. In administration, the directionality to enhance the house 
environment, that is a saucer of their daily life, is shown for the foreign students who increase under the 
influence of the policies such as “Plan for 300,000 Exchange Students”. However, there are few studies on 
house environment for the foreign students such as the foreign student lodgings. Therefore in this study, I 
clarify a study trend provided in Architectural Institute of Japan in this 36 years by paying attentions to the 
influences of the government policies.

１．はじめに
１－１　背景
　日本学生支援機構の調査１）によると、日本の教育機関に在籍している留学生の人口は増加し続
けており、特に近年の増加は著しい（図－１）。この調査における「留学生」とは、大学（大学院
を含む）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）、我が国の大学に入学するための準備教
育課程を設置する教育施設及び日本語教育機関において教育を受ける外国人学生をいう１）。図-1よ
り、その内訳に着目すると、日本語教育機関と、専修学校での増加が著しい。
　近年、留学生が急増している背景には、国の方針として1983年に示された留学生10万人計画や、
その達成を受けた後の2008年に示された留学生30万人計画によるところが大きい。これらに伴い各
種事業等が行われてきている。
　留学生の居住環境に関しては、入居先の種別について、日本学生支援機構による調査が、年に一
度、継続して行われている（図－２）。平成30年の調査結果からは、留学生数の約１/４が大学・公
益法人が設置する留学生寮や、学校が設置する一般学生寮に入居し、残りの約３/４が民間宿舎や
アパート等に入居している状況がわかる１）。
　一方、日本の少子高齢化に伴い人口減少は進み、地方都市では、さらに都心への人口集中による
人口流出の問題も抱えている。地方都市では、地域の担い手が不足し、地域行事の担い手不足や、
基幹産業の人手不足、空き家・空き地の問題等が著しい。この様な状況から、地方都市では、留学
生による人口増加の影響は大きく、市による地方創成加速化交付金の獲得をもとに、商工会議所や、
留学生の受け入れ先である教育機関等、そして、居住地である地域住民と連携することにより、そ
の地方都市独自の事業として、地域の中心市街地に留学生や地域の学生、外国人向けのシェアハウ
スを、空き家改修によって設立する取り組みも見られる。この様な事業としての取り組みは、他に
も個々に実施されている事例も出てきているのかも知れないが、日本建築学会で発表されている留
学生を対象とする居住環境に関する研究は少ない。2018年建築学会大会における口頭発表でも、特
に混合型学生寮の全国的な整備状況や空間的特長を示した研究の少なさが指摘されている２）。
　以上の背景から、本稿では留学生の居住環境に着目した研究動向に焦点をあて、日本建築学会（以
下、建築学会）で発表された内容を対象とする。
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図－１　日本学生支援機構による、留学生数の経年変化１）

図－２　平成30年度　留学生宿舎の現状（平成30年５月１日現在）１）
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１－２　目的
　本稿では、近年、増加が著しい留学生の居住環境に関する研究動向に着目する。建築学会で発表
された居住環境に関する研究論文の知見を対象とし、近年の研究動向を掴むことを目的とする。ま
た、留学生の増加の背景には国の政策による影響が大きい為、政策に伴う施策や事業等からわかる
居住環境に関する整備の動向も整理する。これらの建築学会における留学生宿舎に関する研究動向
と、その背景となる政策等の動向との関係の整理から、留学生の居住環境に関する動向を把握する。

２．調査
２－１　調査対象　―建築学会で発表された留学生の居住環境に関する研究論文―
　本稿における研究対象は、建築学会において、閲覧可能な査読付の論文集、技術報告集、査読の
ない口頭発表（全国大会梗概集、支部研究報告集）とした。調査対象期間は1983年に10万人計画が
提言されて以降に発表されたものとし1983年～2018年である。しかし、留学生の居住環境に関する
研究は、1985年以降に行われている。以上の条件に該当し、本研究で調査対象とした論文一覧を表
－１に示す。また、図－３に、発表された論文数の変動を示す。
　表－１から、36年の間に発表された論文数は40であり、そのうち、査読論文として発表された論
文数は２、技術報告集として査読の上、発表された論文数は１と少ない。また、著者から、同じ著
者を含む研究を一つの研究グループとして捉えると、研究グループの数では、さらに少ない。
　図－３から明確であるが、1987年～1993年の期間は、全く関係する研究発表が確認できなかった。
留学生数が10万人に達成した2003年迄の21年間に発表された論文数は13に留まるが、2004年以降に
論文発表が継続してみられるようになる。2004年以降、現在に至る15年間に、論文数27が確認でき、
調査対象期間36年間のうち、多くが近年になって行われている。

表－１　調査対象とした留学生の居住環境に関する研究論文２～42）
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２－２　調査対象　―留学生増加や居住環境の整備に向けた政策等―
　本稿では、留学生10万人計画が示された1983年以降に示された留学生に関する政策や施策、伴っ
て実施された事業に着目する。文部科学省や総務省等のホームページにおいて、特に居住環境に関
する記述や、留学生の増加を推進等に関係する記述が確認できたものを調査対象とした。調査対象
とした事柄について、時系列に表－２に示す。
　また、1983年に留学生10万年計画が示され、2003年に10万人に達成（図－１）、2008年に留学生
30万人計画が示されている。これらは、特に大きな方向性を示す為、表－２に加えている。また、
維持や継続、促進を示す内容がみられる事柄・事業・規定等も加えている。詳細の内容に関しては、
居住環境に対する考え方や、方向性を示すものに着目し、その記述内容を調査対象とした。

図－３　調査対象とした研究論文数の経年変化

表－２　調査対象とした政策や事業等
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３．分析
３－１　分析の視点と方法
３－１－１　研究論文の動向
　建築学会で発表された留学生の居住環境に関する研究内容の動向を知るために、調査対象とした
各研究論文の内容に関して整理する。各研究の目的や、そのために何を調査対象とし着目したのか
について、各論文の分類を試みた。計画に関する敷地計画や立地、建築計画等、整備実態として現
状の形状、管理・運営に関するもの、また、留学生の嗜好性、また、まちづくりや交流拠点として
役割などへの着目が見られた。調査対象とした40の論文発表に見られた各研究内容の分類を表－３
に示す。

表－３　各研究内容の分類（一覧）
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３－１－２　留学生受け入れの政策等の動向
　日本国内の留学生の増加を方向付けた背景には、1983年６月（昭和58年）「留学生受入れ10万人
計画」が示されたことがある。その達成を受けて、2008年に留学生30万人計画を示し、2020年迄の
達成を掲げたことが、近年の急増へと方向付けたと考えられる。本稿では、留学生の居住環境に関
する政策等に着目し、その動向を捉える為に、以下の手順で整理を行った。
①２章（２－２）で示した政策等の調査対象に対して、特に、留学生宿舎に関する内容や、その動
向を促し方向付けた施策・事業等を時系列に整理する（表－２）。
②留学生宿舎に関する記述に着目し、整備に対する考え方や方針、事業の目的などに関する記述を
抽出する（表－４，表－５）（３－２）。
③以上の分析より、政策動向のまとまりにより時期を分ける（３－２）。

３－１－３　分析過程
　留学生の居住環境に着目した研究動向や政策等の動向について、図－４に示す過程で分析を行う。
まず、調査対象の各研究が３－１－１表－３に分類した内容であることがわかった為、各論文が該
当する分野を一同に把握できる様、可視化し時系列に整理する。一方、政策等の動向について３－
１－２に示した方法で、時系列に具体的な記述を示し、動向を同じくする時期に分ける（３－２）。
その後、これらを照らし合わせ（３－３）、関連性のある内容に関して考察する為、先に政策につ
いての分析を行う。

３－２　留学生の居住環境に関する政策等の動向分析
　ここでは、論文内容の動向に対する分析の前に、政策等の内容の動向について分析する。調査対
象とした政策等や報告書の記述の引用を表－４，５に時系列に示し、その動向を捉える。記述内容
の文脈は、記述の引用をそのままに示す表－４，５で把握する。また、特に該当する部分抽出し、
確認できた各資料の具体的な記述から、留学生の居住環境に関する経緯を以下に示す。記述の内容
から、同様の方向性を持つ期間として３期に分類した。

【第Ⅰ期：調査・政策見直し】
　1983年（昭和58年）、「二十一世紀への留学生政策懇談会」が、昭和58年８月に提出した報告書
「二十一世紀への留学生政策に関する提言」であり、文部省は、これを受けて提言の具体的なガイ
ドラインの策定を有識者に委嘱し、1984年（昭和59年）６月その報告書「二十一世紀への留学生政
策の展開について」を得た43）。
　「二十一世紀への留学生政策に関する提言」は、昭和58年６月、中曽根康弘  内閣総理大臣（当時）
の指示に基づき、留学生政策全般について、21世紀に向けての長期的視野からの検討を行い、同年
８月、21世紀初頭において提言当時のフランス並み（約10万人）の留学生を受入れるため、留学生
政策を総合的に推進するよう内閣総理大臣及び文部大臣に提言したものである43）。これが、「留学
生受入れ10万人計画」である。その後、「留学生問題調査・研究に関する協力者」において、1984
年（昭和59年）、21世紀へ向けての長期的指針が取りまとめられたのが、「二十一世紀への留学生政
策の展開について」である44）。1990年（平成２年）、文科省による学制百二十年史編集委員会の資
料によると、これら「二十一世紀への留学生政策に関する提言」又は、「二十一世紀への留学生政

図－４　調査結果とその分析過程
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策の展開について」の報告書では、「各種施策の一層の充実と改善が必要であると指摘した」とも
ある43）。また、「文部省では、これらの提言及び1988年（昭和63年）に留学生受け入れ体制の一層
の整備充実を政府が一体として進める為に発足した『留学生等の交流推進に関する閣僚懇談会』の
まとめも踏まえ、各施策の積極的な推進してきた」43）と示している。さらに、「その後、私費留学
生の生活・住居環境の悪化等新たな問題点も指摘されるに至ったことから、1990年（平成２年）５
月に、『21世紀に向けての留学生政策に関する調査研究協力者会議』を発足させ、従来の施策の見
直し、今後のあるべき留学生政策についての検討をおこなっているところである」43）との記載が
ある。
　後の2002年（平成14年）の「中央教育審議会大学分科会留学生部会（第１回）資料編」から「当
初の『留学生受入れ10万人計画』の概要」によると、留学生の居住環境に関しては、「留学生のた
めの宿舎の確保として、留学生宿舎又は一般学生寮において、留学生全体の４割を収容することを
目途にし、整備を図る。」とあり「①大学の留学生宿舎及び一般学生寮の整備 ②民間等による留学
生宿舎の整備等」とある45）。
　1992年（平成４年）の「21世紀を展望した留学生交流の総合的推進について」のなかで、「留学
生政策の評価と留学生政策の展開の在り方について調査研究の実施し、結果を1989年（平成４年）
に公表した」と記載されている44）。さらに、1997年（平成９年）では、「今後の留学生政策の基本
的方向について」の報告書のなかで、「評価や積極的な取り組みの動向を踏まえ、計画目標の維持」
が示されている44）。
　以上から、留学生10万人計画が示された1983年から1998年迄頃は、量的確保を掲げていた時期か
ら、それまでの留学生政策の見直しの為の調査時期を経て、今後の展開を模索しつつ、推進する方
向性を維持していた時期と考えられる。

【第Ⅱ期：質の向上と学生や地域交流の充実】
　1999年（平成11年）、「留学生政策懇談会」で「知的国際貢献の発展と新たな留学生政策の展開を
目指して－ポスト2000年の留学生政策－」がまとめられている。このなかで、「量的な面もさるこ
とながら一人一人を大事にする質的充実を一層重視することが必要であり、質的充実を図ることに
よって、これが量的拡大につなげていくことを提言している。」44）とある。さらに、「今後の政策
の重点として、３つの柱の３つ目に、官民一体となった留学生支援の充実を図ること」44）をあげ
ている。
　2000年（平成12年）、「大学審議会」による「グローバル化時代に求められる高等教育の在り方に
ついて」では、３つの重要性が示されたうちの一つに、「大学間交流の推進」が挙げられている44）。
　2002年（平成14年）、「文部科学省中央教育審議会分科会留学生部会」で、「留学生交流関係施策
の現状について」の資料があり、入居先の割合を示すと同時に、「民間宿舎、アパート等への入居
には、一般的に厳しい現状」があり、「住居確保が円滑に進むよう多様な施策を講じることが必要
不可欠」との記載がある。さらに、「今後は、留学生と日本人留学生等との国際交流の拠点として
の役割が期待される。」とある46）。また、手段として、表－４に示した事業や補償等が示されてい
る46）。同年の「新たな学生支援機関の設立構想に関する検討会議」による「新たな学生支援機関の
在り方について」（要旨）の中でも、「質を重視した施策の推進」や、宿舎に関しては、「国費留学
生を対象とした宿舎の整備保有」、「『国際学生交流拠点』機能を持ち、交流事業の拠点で、体系的、
継続的に実施」、「大学等間学生交流、留学生情報の収集・提供等」が示されている47）。
　2003年（平成15年）には、「中央教育審議会」の「新たな留学生政策の展開について」（答申）で、
翌年の「日本学生支援機構」の設立とその役割や、「留学生宿舎の整備の在り方と今後の方向」が
示されている。ここでは、「低廉で良質な宿舎の確保が重要であること」、「公的な留学生宿舎の着
実な整備と適切な維持管理が必要である」、「その際、留学生のみを入居させるより、留学生と日本
人が混在し、交流の推進が容易な形態となるよう配慮すべきである」と記載されている48）。また、
国立大学の宿舎整備や維持管理、保証人の問題等に対応した各種事業や手法が示され、それらを活
用することで、民間の社員寮の活用等、具体的に示されている48）。さらに、新しい方向性としては、
「留学生と地域社会との交流」に言及している点にある。「留学生の日本の社会や文化に対する理解
を深める為に、日本人学生や地域社会との交流が重要である」とし、「各都道府県に設置している『留



86 毛　利　洋　子

学生交流推進会議』に幅広い関係者が参画していることとを通じて、地域社会との交流の促進を期
待される」とある48）。さらに「日本学生支援機構の留学生宿舎においては、国際交流の拠点として
留学生と日本人の交流をはじめ、多彩な交流事業を体系的、継続的に実施することが望まれる」48）

とある。
　以上から、1999年以降、2007年頃迄は、質の重要性にはじまり、大学間の交流や、留学生と日本
人の混在型の提案、地域社会との交流の重要性が示され、特に交流に積極的な方向性を示し、具体
的事業や支援措置、制度が充実してきた時期といえる。また、2003年（平成15年）には留学生数が
10万人に達成している。

【第Ⅲ期：地域居住・ストック活用、RAの活用等による充実】
　2008年（平成20年）、「閣僚後閣僚懇談会」による「留学生30万人計画」（骨子）のなかで、「大学
等が各関係機関と連携し、短期留学を含め、渡日後１年以内の留学生に宿舎を提供できるよう、大
学の宿舎整備、民間宿舎の円滑化、公的宿舎の効率的活用等の多様な方策を推進」と示されている
50）。同年に留学生借り上げ宿舎支援規定等が示され、民間宿舎を借り上げる場合の支援金等の交付
等が規定されている。
　2009年（平成21年）に、「文部科学省」による国際化拠点整備事業（グローバル30）が始まる。
　2013年（平成25年）は、「政策会議」による「これからの大学教育等の在り方について」の「１．
グローバル化に対応した教育環境づくりを進める」のなかで、「グローバルな視点を持って地域社
会の活性化を担う人材を育成することなど」とし、外国人留学生に対する宿舎整備等について充実・
強化を示している44）。また、同年の「戦略的な留学生交流の推進に関する検討会」による「世界の
成長を取り込むための外国人留学生の受け入れ戦略」（報告書）では、「外国人留学生が日本人学生
や地域住民と交流できる機会を提供するとともに、大学等のキャンパス内だけでなく、留学生宿舎
等も活用しつつ、地域の中に居住する場や機会を設けることも重要である」と記載されている51）。
大学等、日本支援機構、地方公共団体、企業、各種民間団体等、幅広い関係者が一体となり、「地
域の特性を生かした留学生の生活支援等を行う取り組みを一層充実させる」ともある51）。
　2014年（平成26年）には「文部科学省」によるスーパーグローバル大学創生支援事業が始まり、
居住環境に関しては、「混在型学生宿舎に入居する日本人学生を増加」を目標とし、具体的な目標
値をもって、各採択大学では、取り組みを行っている。また、同年に「文部科学省」による「留学
生30万人計画の実現に向けた留学生の住環境支援のあり方に関する検討会報告書」があり、具体的
な取り組みとして「①大学等の宿舎整備・運用等の住環境整備への支援、②国際交流会館等の活用」
が示されている。①では宿舎支援整備や支援、宿舎整備に関する指導助言等の他に、大学等宿舎の
インターナショナルハウス化の促進として、混在型や共同のプログラム等を実施する宿舎整備の促
進を示し、さらに、宿舎に入居する外国人留学生と地域との交流の促進が示されている52）。②の国
際留学生会館等の活用についても、複数の大学等の学生が利用できる交流拠点としての活用が示さ
れている52）。
　2017年（平成29年）、「文部科学省」による「高等教育機関における外国人留学生の受入促進に関
する有識者会議報告」では、受け入れ体制整備が、宿舎確保と滞在中の支援体制等について、具体
的に記載されている。短期留学生の滞在先の確保が難しいことや、混在型への注目や、異文化理解
の促進や、日本人の海外留学準備への繋がりも示している53）。また、３/４が民間のアパート等に
居住している現状を示し、都心部においては経済的負担が大きいこと、留学生受け入れ数が小さい
大学への体制強化が必要とも示され、対応方策として「民間資金を活用した宿舎整備や、空き家や
公営住宅を活用するなどの取り組みが効果的である」とし、短期留学生が使用しない期間があるこ
とを鑑み、「長期的な計画のもので宿舎確保を行うよう、大学の先進事例を収集・発信すべき」と
している53）。さらに、「教育上・生活面での効果を見極めながら留学生と混在宿舎整備を推進する
ことが有効である」とし、ティーチング・アシスタント（TA）や、寮等の入居しながら他の寮生
活をサポートするレジデン・アシスタント（RA）を配置することの重要性も示している。留学生
の地域社会との交流促進にも引き続き示されており、「大学等と地域、自治体、企業との連携を一
層促進することが必要」としている53）。
　以上から、2008年（平成20年）以降、現在に至るまでの10年は、30万人計画へと、さらなる留学
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生増加を掲げ、それにともない一層の居住環境の充実に向け、具体策が充実した時期である。民間
資金の活用や、混在型や大学間交流、地域の中に住む、地域の特性を生かす等の交流の促進といっ
た方向性が、具体的・広範囲化している。空き家や公営住宅の活用など、地域のストック活用との
連携などのマッチングの視点や、TAやRAの活用等と具体化し、支援や助言等、運用に関しても
具体的方針が示された時期と言える。
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表－４　留学生増加に受けた政策や事業に見られる留学生の居住環境に関する記述（その１）44）～49）



89留学生の居住環境に関する政策等と建築学会発表の研究動向

表－５　留学生増加に受けた政策や事業に見られる留学生の居住環境に関する記述（その２）51）～57）
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３－３　留学生の居住環境に関する研究動向の考察
　調査対象とした40の研究発表を３－１表－３で示した内容に分類した。また、研究発表時で時系
列に並べ、政策等との時期との関連がわかる様、同様に時系列に示した。研究動向の変化を分析す
る為、各論文の内容がどの分類に該当するのかを把握する一覧を作成した（表－６）。

１）研究対象（全国・一部地域）の傾向
　日本学生支援機構による国際交流会館や留学生宿舎、国際化拠点事業や、スーパーグローバル大
学創生事業等、事業に採択された大学等を対象とした研究は、各地に分布する為、ある地域に限定
されない研究対象とし「全国」を研究対象とする分類とした。これらは各事業の採択校を調査対象
と関連する点で、政策との関連が見られる。一方、著者に関連する、又は研究目的に該当する環境
に限定された一部地域を対象とした研究を「一部」とした。
　一部地域に限定した研究のほうが多く、全国に及ぶ研究は14/40である。一部地域を対象とした
研究のうち、地方都市か都市圏かに着目すると、地方都市の研究は、滋賀県彦根市、大分県別府市、
福井県（福井大学）、広島県東広島市、千葉県千葉市以外は、関東、関西の都市圏を対象としていた。

２）時系列による傾向
　第Ⅰ期は、既存政策の見直しや、その為の調査の時期は、打ち出された政策や事業等も少ないが、
研究論文も未発表の期間が目立つ。先駆けて、1985年（昭和60年）に、表－６のNo38-40に示す、
全国的な一連の研究がある。
　第Ⅱ期は、2003年（平成15年）に、留学生が10万人に達成するが、その前の1997年～2000年に研
究が発表されるようになる。一方、政策等に関する情報は、1997年～2003年の間に継続しており、
それ以前に比べると頻繁になる。
　第Ⅲ期は、2004年以降、政策等に関する情報が数年毎の間隔でみられる。論文数は、２，３年未
発表の期間もあるが、第Ⅰ期に比べると増え、継続的な発表がみられる。

３）研究内容の傾向
　多くの視点にまたがる研究が多く、整備や利用実態、運営者の視点で捉えた研究は、時期を問わ
ず、継続して見られる。多様な視点で捉えた研究、又は運用と整備実態にまたがる研究が過半を占
めている。限定した視点での研究は少ない。特に、近年の論文数の増加に伴い、地域交流や計画や
設計の視点を持つ研究が含まれるようになり、より幅広い内容を対象とした研究が行われる傾向が
見られる。一方、大分を対象とした研究のように、地域で実施される事業等、施策の現状に着目し
た研究も、少ないが見られた。
　地域・交流に関しては、まちづくりに着目したものは少なく、交流、交流拠点や地域連携に関す
るものを含めても14本と多くはない。地域交流に関しては、近年の政策等の方向性を直接的に反映
した研究だけでなく、地域の課題に対するものもみられた。

４）研究と政策等との関連
　2008年の30万人計画、翌年の国際化拠点整備事業の時期は、それ以外の政策等は見られないが、
研究発表は、この前から継続的に発表される。その後、グローバル事業やスーパーグローバル事業
が実施された後に、それらの採択大学等を研究対象とした研究がみられ、政策等との関連が伺える。
近年になり、整備方針の具体化や、事業に該当する大学等や施設等が明確となり、研究対象が選定
しやすく研究の増加に影響した可能性もある。近年の地域交流の視点を持った研究や、設計に着目
した研究の増加は、質の向上を目指し混合型居住の推奨とした政策等の方向性との連動が伺える。
しかし、地域居住を勧める政策等の方向性と関連する研究は、わずかに見られるのみであった。空
き家活用等の地域ストック等に直接的に焦点を絞った研究は、本稿では確認できていない。
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表－６　政策と研究傾向２）～42）
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４．おわりに
４－１　結論
１）建築学会での留学生の住居環境に関する研究動向
　留学生10万人計画が発表されて以降、現在に至る迄の36年間、①総量、②研究発表の経年変化、
③内容の分類により、その動向について、以下の事がわかった。
　①研究発表の総量は、40件確認できた。口頭発表と査読論文等の重複や、著者や共著者に着目し
研究グループとして捉えると、その数は、さらに減少し、決して多くは無く、査読論文は技術報告
集も含め３つのみであり、少ないことがわかった。
　②研究発表の経年変化については、各年の研究発表数をグラフにすることで可視化した。10万人
計画が達成した2003年前後で比較すると、前の21年間に10に対し、後の15年間に30が確認でき、近
年の増加が確認できた。また、未発表の数年間が見られるものの、2004年以降は、より継続的に発
表されていた。
　③研究内容の傾向については、地域・交流、運営者・利用者の視点、計画、設計、整備・利用実
態、変遷に着目した研究内容に及ぶことがわかった。その傾向としては、運営者の視点、整備・利
用実態に着目した研究が過半数を超え、時期に関係無く継続的に発表されていた。一方、地域・交
流（14）や計画（18）、設計（12）、利用実態（16）、変遷（４）に着目した研究は少ない。

２）政策等の動向
　文部省または文部科学省を中心とした政策や事業、施策等の方針を示した資料を収集し、その内
容から動向を掴んだ。その結果、同じ方針等を記載している時期で区切りをつけ、Ⅲ期に分ける整
理を行った。
　Ⅰ期は、1998年迄としたが、居住環境については、量的確保を掲げていた時期から、見直しや調
査時期を経て、今後の展開を模索しつつ、留学生の増加に向け推進する方向性を維持していた時期
であった。
　Ⅱ期は、質の重要性の大きな方向性を示し、大学間や日本人と留学生との間の交流の重要性が示
された。宿舎自体に日本人と留学生が混在する混在型の居住形態、留学生宿舎を国際交流の拠点と
しても活用する方向性が示された。また、伴って事業や支援等の制度が充実してきた時期であった。
　Ⅲ期は、現在に至る迄であり、一層の住環境の充実に向け、具体策が充実していく時期であった。
民間資金の活用、混在型や、留学生が地域の中に住み、地域の特性を活かす地域居住の居住形態が
勧められている。また、空き家や公営住宅の活用など、地域のストック活用との連携やマッチング
の視点が含まれ始めた。さらに、ティーチングアシスタントやレジデンスアシスタントといった、
交流やサポートの為の具体的方針や運営への着目が示された時期となっていた。

３）研究と政策等の関連
　事業が行われ始め、その事業に採択された大学等や施設が研究対象となる点で研究との関連が見
られた。政策等で地域交流や宿舎内の交流を促す混在型の居住形態が、近年になり示されたが、研
究もまた、地域交流や、設計に着目した研究が行われて来ている。しかし、地域のストック活用に
直接的に焦点を絞った研究は見られず、地域との連携に関してもわずかに留まっていた。

４－２　今後の課題
　動向を掴むことを目的とした為、詳細な傾向や政策等との因果関係を明確にすることや、居住環
境の変化を明確にする事には至れていない。政策等の動向に関しても、情報収集が行き届いていな
い可能性もあり、いづれにしても、精度を上げることが課題として残る。また、政策等の動向を区
分したⅠ～Ⅲ期の分け方や、論文内容の分類の精度など、客観性を増す必要性がある。
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